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○水災害に対応したまちづくりの実施実態に関する事例調査
・水災害リスクを踏まえた土地利用や居住の誘導等を実施している事例を対象に、これらの政策手段を用い
た経緯、実施体制等の実態を調査。
・住宅・不動産に関係する民間事業者による水災害に対応した住まい方のための取組を把握するため、事
業者の水災害に対する認識や取組状況、実績等を調査。

○水災害に対応したまちづくりの実施の効果検証
・事例調査を踏まえ、水災害に対応したまちづくりの実施の効果検証を実施。
当該区域内の人口、土地利用、住まい方などの変化についてGIS（Geographic Information System）等に
より定量的に分析するほか、地方自治体や住民、不動産事業者などへのヒアリングによる定性的な効果検
証も実施。

１．2か年調査研究の背景・目的・内容

気候変動による水災害の激甚化・頻発化を踏まえ、あらゆる関係者の協働により総力戦で挑む「流域治水」への転
換を行うとともに官民の多様な主体の連携による地域の防災力のさらなる向上が必要。

水災害のリスクを踏まえた土地利用や居住の誘導を進めていく必要があるが、そのための政策決定過程や地域住
民等のリスクへの理解促進を含む合意形成の実態は十分に明らかになっていない。

水災害に対応したまちづくりの実施実態とその効果の検証を通して、
効果的な減災対策の進め方を整理し、他地域へ展開していくための基礎資料を作成

＊下線部は令和6年度調査にて実施

○減災対策を他地域へ展開するための知見の整理
・上記調査を踏まえて、効果的な減災対策の進め方を整理し、今後、水災害に対応したまちづくりに係る政
策手段の導入を検討している地域へ展開していくための基礎資料を作成。 3



2．令和6年度調査の概要

調査内容

• 水災害に対応したまちづくりを進めている地方自治体を対象として、取組の概要、
実施の経緯、効果等を調査。

• 水災害リスクの不動産流通への影響や対応を把握するため、住宅購入者を対象
としたウェブアンケート及び不動産業界団体へのヒアリングを実施。

具体的な調査項目

1．水災害に対応したまちづくりのための土地利用規制や誘導手法等の調査
• 地方自治体の水災害に対応したまちづくりのための取組に関する条例、要綱等を整理

2．事例調査
• 1.から選定した11事例に対し、取組の概要や効果、導入経緯等をヒアリング調査

3. ウェブアンケート
• 一般市民の災害への意識の不動産流通への影響を把握するため、住宅購入者を対象に
ウェブアンケートを実施

4．不動産業界団体へのヒアリング
• 住宅開発等の土地利用における水災害リスクへの対応や水災害リスクの不動産流通へ
の影響等について、不動産業界団体3者に対しヒアリングを実施
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3.水災害に対応したまちづくりのための土地利用規制や誘導手法等の調査

住宅等の建築に関する規制及び補助制度（１）

住宅の床面や地盤面の高さの規制①

例） 指定区域内において建築行為を行う場合に、居室の床面や地盤面を規則で定める高さ以上に設置することを義務付
ける。

住宅のかさ上げ補助②

例） ①住宅の床高や地盤面の高さの規制に関連し、指定区域内の住宅のかさ上げ等を行う際に補助を行う。

止水板等の浸水対策施設設置補助③

例） ②住宅のかさ上げ以外の浸水対策として、止水板等の浸水対策施設の設置へ補助を行う。

雨水流出抑制の取組（２）

雨水貯留施設の設置義務及び設置補助①

例） 一定規模の開発行為等における雨水貯留施設設置の義務付けや、既存の住宅等を含め雨水貯留施設設置へ補助を
行う。

一定規模の開発行為等に対する雨水対策計画協議②

例） 一定規模の開発行為等に対して、事前に地方自治体との雨水対策計画協議を義務付ける。

委任条例による建築規制等（災害危険区域）（３）

例） 建築基準法第39条に基づく災害危険区域について、出水による危険の著しい区域を条例で指定。

住宅の移転事業（補助）（４）

例） （3）建築基準法第39条に基づく災害危険区域とは別に、出水による浸水被害の軽減を目的として、自主条例により特
定の指定区域等における住宅の移転の促進や、移転等にあたっての補助を行う。

同志社大学「条例Webアーカイブデータベース＊」等を用いて水災害に対応したまちづ
くりに係る条例・要綱等を抽出し、以下の通り整理。 ＊https://jorei.slis.doshisha.ac.jp/
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○岡山県岡山市（（1）③、（2）①・②に関連）
止水板の補助
浸水被害の恐れがある建物等の所有者または使用者が設置する止水板及び関連工事へ補助を行う。

雨水貯留施設への設置補助
一定規模の開発行為等に対して事業者が設置する雨水貯留施設や、土地の利用者または使用者が設置
する雨水貯留タンク設置へ補助を行う。

一定規模の開発行為等に対する雨水排水計画協議の義務化
一定規模の開発行為等に対して、事前に地方自治体との雨水排水計画協議を義務付ける。

○高知県日高村（（1）①、（3）に関連）
住宅の床面の高さの規制
指定区域内において建築行為を行う場合に、居室の床面を規制で定める高さ以上に設置することを義務
付ける。

委任条例による建築規制等（災害危険区域）
建築基準法第39条に基づく災害危険区域について、出水による危険の著しい区域を条例で指定。



4-1 岡山県岡山市の概要

• 岡山市は南部に海抜0mの沖積地である岡山平野が広がり、水
害に脆弱な地形を持つ。

• これまでは、「晴れの国」とも評されるほど降水量が少なく、河川
を生かした農業用水路が網の目のように張り巡らされてきた。

• しかし、近年では市街化の進行により、台風や豪雨に際する、水
路や河川の急激な水位上昇が発生するようになり、浸水被害も
たびたび発生。

（岡山市浸水対策の推進に関する条例を参考）

岡山市の概要

○平成23（2011）年9月台風12号
・市南部を中心に約4,600棟の床上及び床下
浸水被害。

○平成30（2018）年7月豪雨
・内水被害は、床上浸水約1,700棟を含む約
3,700棟。
・東区を流れる砂川で堤防が決壊し、床上浸
水約1,500棟を含む計2,200棟の浸水被害
が発生。

724,691人 1)2020年人口

0.73％ 1)2015-2020年
人口増減率

789.95km2 1)市域面積

586km2 2)

（市域の約74.2％）
都市計画区域
面積

84.74km2 1)

（市域の約10.7％）
人口集中地区
面積

岡山県岡山市の基本データ

岡山市の主な河川3)

1) 令和2年国勢調査
2) 令和5年度都市計画現況調査
3) 岡山市「岡山市浸水対策行動計画

2023」p.1より引用

4) 国土交通省中国地方整備局岡山
河川事務所HPより引用（2025/5/9
閲覧）
https://www.cgr.mlit.go.jp/okakawa/bous
ai/zerometoru/bousai_zero_menu.htm

主な水害

岡山平野の海抜ゼロメートル地帯（青色）4)

ゼロメートル地帯 市区町村境界線

岡山市境界線 海部
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4-1 岡山市の都市計画区域と浸水想定区域

岡山市の浸水想定区域（想定最大規模）
出典：国土数値情報 都市計画決定情報（2022年度版） 出典：国土数値情報 洪水浸水想定区域

（1次メッシュ）（2023年度版）

岡山市の都市計画区域
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4-1 岡山市での土地利用の変遷

1976年

2021年

再掲：岡山市の浸水想定区域
（想定最大規模）

出典：国土数値情報 土地利用細分メッシュ

（100mメッシュ）（1976年度 ,  2021年度版）

浸水想定区域内で
建物用地が増加
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• 条例を踏まえ、市全域において、事業者が設置する雨水貯留施設や個人が設置する雨水貯留タン
ク・止水板に補助金を交付

4-1 岡山市の主な浸水対策

• 基本計画、行動計画による目標設定と共有、フォローアップ（第7条関係）

• 【農業用水路等の水位等の事前調整】大雨が予測される際に、農業部局及び農業関係者の協力の
もと、用水路の水位を事前に低下（第10条関係）

• 【開発行為等の雨水排水計画の協議】市内全域に対し、面積が3,000m2以上の土地又は敷地にお
ける開発行為、建築物の建築、駐車場の設置及び土地の舗装を行う際に、雨水排水計画について
市と協議することを義務付け（第14～18条関係）

岡山市浸水対策の推進に関する条例（2017年4月施行）

• 過去浸水被害は数多く発生してきたが、平成
23（2011）年台風12号により甚大な浸水被
害が発生したこと、また、市街化の進行に
伴って適切な雨水流出対策を実施すること
の機運が高まり、条例を制定。

導入の背景

農業用水路の水位調整実施例5)

5)中国地方整備局（2021）「第10回吉井川・旭川水系大規模氾濫時の減災
対策協議会説明資料岡山市資料2」より引用

岡山市雨水流出抑制施設設置補助金交付要綱（2017年4月施行）
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4-2 高知県日高村の概要

• 村域の大半が森林で年間降水量2,700mmの多
雨地帯、一級河川仁淀川と、支川の日下川、戸
梶川が流れる。

• JR土讃線、国道33号、役場など、村の重要イン
フラが集まる日下川流域は、上流の方が地盤が
低い「低奥型地形」であり、増水時はより水位が
高い仁淀川から逆流する。

• 「日高村の歴史は水害との戦いの歴史」と言わ
れ、明治時代から樋門や放水路などのハード整
備を続けてきた。

（日高村地域防災計画一般対策編、四国河川国道事務所ホームページを参考）

日高村の概要

○昭和50（1975）年8月台風5号
・村全体で浸水被害が発生。村史最大の災害で
あり、2本目の放水路や調整池整備の契機と
なった。

○平成26（2014）年8月台風12号
・村内で159戸（床上109戸、床下50戸）が浸水。
・国道33号の約18時間の閉鎖、JR土讃線の約
70時間の停止など、交通インフラにも影響。

8) 令和5年度都市計画
現況調査

仁淀川流域図6)

平成26（2014）年8月台風12号に
よる日高村での浸水状況9)

9) 四国地方整備局（2014）「平成26年台風12号・11号
による四国地域の水害・土砂災害」p.8より引用

4,812人 7)2020年人口

-4.33％ 7)2015-2020年
人口増減率

44.85km2 7)村域面積

0km2 8)都市計画区域面積

0km2 7)人口集中地区面積

高知県日高村の基本データ
主な水害

6) 日高村より提供
7) 令和2年国勢調査

日高村
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4-2 日高村の主な浸水対策

• 国・県・村の連携により、平成26（2014）年台風12号実績規模の降雨で床上浸水を床下浸水に抑え
ることを目標としている。

• 国が新日下川放水路建設、県が河川改修、村が輪中堤（擁壁）建設を実施。

日下川総合内水対策計画（2015年3月改訂）

ハード面だけでは床上浸水の発生が予想されたため、村でまちづくり条例を導入

日下川総合内水対策計画により

整備された治水施設11)

10) 日高村より提供
11) 国土交通政策研究所
撮影

輪中堤

日高村の治水施設位置図10)

「とめる（樋門）」「ながす（放水路）」「ためる（調整池）」の
3本柱が一体となって治水効果を発揮

新日下川放水路吞口部
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4-2 日高村の主な浸水対策

• 【浸水予想区域の指定と規制】平成26（2014）年台風12号規模の降雨（概ね80年に一度の確率）が
発生した際に、3本の放水路でも仁淀川に排水できず、浸水が想定される区域を「日高村浸水予想
区域」として指定し、同区域内に新たな建物の建築、又は増築若しくは改築を行う場合には、居室の
床高（床面）を「基準高」以上に規制（第10条関係）

• 【開発行為等の届出義務】日高村内における日下川及びその支川の流域において、雨水の貯留・浸
透や洪水による氾濫水の貯留を阻害する1,000m2以上の開発行為（条例で定める貯留浸透阻害行
為）に対して、貯留機能や浸透機能の保全のために届出を義務付け。また、浸水被害の増加を抑制
するための対策工事を努力義務とする（第11～16条関係）

日高村水害に強いまちづくり条例（2023年1月施行）

• 高知河川国道事務所から浸水想定データを
提供してもらい、現状を確認しながら浸水予
想区域を指定。

• 条例周知にあたり、地権者に対する条例の
説明会を実施。また、区域指定による不動産
開発への影響を踏まえ、不動産事業者向け
説明会や村ホームページへの不動産事業者
向けの案内の掲載を実施した。

導入の過程

日高村浸水予想区域における居室の床高について12)
12) 日高村より提供

基準高（洪水時の水位）

地面

居室の床高

居室の床高

×

「床高の規制」

浸水予想区域内で新たに建築物を新築・増改築するときは居
室の床高を浸水しない高さ（基準高）とする

床高規制（許可制）
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5. 住宅購入者を対象としたウェブアンケート

5都市（川崎市、静岡市、岡山市、倉敷市、広島市）調査対象都市

2025年1月17日～2025年1月27日調査期間

インターネットによるアンケート調査調査方法

上記対象5都市に居住し、2015年以降に持ち家（所有）の戸建て住宅を購入した個人調査対象者

1,142名
※水害経験のある回答者のサンプルを確保するため水害経験の有無に応じて調査対象者の割付を行ったた
め、都市別の回答者は同数ではない。

回答数

水災害リスクが住宅購入に及ぼす影響について調査内容

2015年

17.8%

2016年

7.1%

2017年

8.6%

2018年

9.3%
2019年

12.8%

2020年

10.0%

2021年

9.5%

2022年

10.3%

2023年

7.2% 2024年

7.2%

2025年

0.3%

回答者の年代 回答者の現在の住まいの購入時期

回答者属性 20歳代未満

0.0%

20歳代

5.7%

30歳代

31.1%

40歳代

30.9%

50歳代

19.9%

60歳代

12.4%
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5. 住宅購入者を対象としたウェブアンケート

(浸水被害経験がある回答者について）

浸水被害経験の時期

回答者の浸水被害経験

％回答数

31.9％364何らかの浸水被害経験がある

11.8％135 
自宅が被災したことがある
（床上浸水あるいは床下浸水）

（引越し等による以前のお住まいも含めて）
複
数
回
答
可

21.6％247 
近隣や職場等など身近な場所が

被災したことがある
（道路等の冠水、家屋の床上浸水、床下浸水）

0.2％2 その他の経験がある

68.1％778 経験したことはない

過去の浸水被災経験 （n=1,142）

•自宅や身近な場所等が浸水した経験がある回答者は約3割にあたる364名＊。
•浸水被害経験者のうち、住宅購入前に浸水被害を経験した回答者は約半数にあたる186名。

＊水害経験のある回答者のサンプルを確保するために水害経験の有無に応じて調査対象者の割付を行ったため、水害経験を有す
る回答者の割合は、対象都市の全人口における当該割合とは異なる可能性がある。

（n=364）

自宅購入前
51.8%
（186名）

自宅購入後
48.9%
（178名）
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5. 住宅購入者を対象としたウェブアンケート

現在の住まいの購入にあたっての水害ハザードマップ※閲覧の有無

※洪水等の水害に関するハザードマップとし、土砂災害ハザードマップは含まない。

現在の住まい購入にあたっての過去水害のインターネット探索の有無

住宅購入時の浸水リスクの把握方法

•地域の人に聞いた
•掲示板や回覧を見た
•所属する組織（学校、会社等）で配られる資料を確認した
•標高や想定浸水深等の看板を見た
•現地を見に行った
•標高や過去の浸水、地元の評判について、自分で調べた
•地元のため元々知っていた

現在の住まい購入にあたってのハザードマップやインターネット探索以外での確認方法 （自由記述）

67.7%

42.1%

32.3%

57.9%

自宅購入前に被災あり

自宅購入前に被災なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい

いいえ

自宅購入前に被災なし

自宅購入前に被災あり

（n=956）

（n=186）

85.5%

71.4%

13%

25%

2%

3%

自宅購入前に被災あり

自宅購入前に被災なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい

いいえ

ハザードマップ

が分からないが何か分からない

自宅購入前に被災なし

自宅購入前に被災あり

（n=956）

（n=186）
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39.8%

37.5%

30.7%

29.5%

83.0%

4.5%

6.8%

5.7%

36.7%

19.3%

42.2%

36.7%

79.8%

6.4%

8.3%

5.5%

22.1%

9.2%

25.5%

13.6%

49.0%

8.1%

17.5%

25.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

標高や周辺のインフラ整備状況等を勘案し、浸水被害

の危険性が低そうな地域を選んだ

浸水被害に強い建物構造にした（敷地地盤面を高くし

た、居室を2階以上とした、止水壁を設けた等）

自宅からの避難経路等を確認した

自身の水害についての保険加入について再確認した

危険性があることを認識し、対策した

浸水被害の危険性があることを認識したが、特に対策

はしなかった

浸水被害の危険性について確認したところ、危険性が

低かったので対策しなかった

浸水被害の危険性について特に確認せず、対策もし

なかった

自宅被災経験あり

近隣など身近な場所で

被災経験あり

自宅購入前に被災なし
（n=109）

（n=88）

（n=956）
浸水対策をした上記選択肢のいずれか１つ

以上を選択した者を集計（ ）

5. 住宅購入者を対象としたウェブアンケート

現在の住まい購入にあたっての浸水被害への対策有無（複数回答可）

浸水被害への対策方法

• 浸水対策を行った回答者は、自宅被災経験がある場合は約83.0%、被災経験がない場合は
約49.0%。

• 被災経験がない者のうち約25.5％が水災害リスクを確認をしていない。また、被災経験者と比
較して、「危険性があると認識したが対策はしなかった」割合が高い。

→被災経験者と非被災経験者で、実際に浸水対策を行った割合に差。

※自宅と身近な場所両方
で被災経験のある回答
者がいるため、一部重
複が見られる。
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6. 不動産業界団体へのヒアリング

水災害リスクの不動産取引への影響

• 水災害以外にも考慮されるリスクはあるものの、昨今全国各地で豪雨による災害
などが発生していることや、2020年に水害ハザードマップが重要事項説明に加
わったことで、不動産購入時における一般消費者の水災害リスクに対する意識は
高まっていると考えられる。

• 個人・企業ともに不動産取引に際して、水災害リスクが意思決定における判断基
準となっているケースもみられた。

• 不動産事業者側においても、水災害リスクの低い地域を勧めるなど、一部意識の
変化が見られた。

水災害リスクに対する土地利用規制実施及び被災地における不動産取引へ
の影響

• 取引の停滞、通常より安値・低賃料で取引されているように感じる事業者もいた。
• 被災地では、被災住民が自宅を再建するなど、住宅を再生している事例がある。

不動産業界団体3者に対し、水災害リスクの不動産市場への影響や、水災害リスクに
対する土地利用規制及び被災地における不動産市場の動きについてヒアリングを実
施。
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令和7年度調査の予定
• 水災害に対応するための住宅・不動産に関する民間事業者の取組や、水災害が不動産取
引に及ぼす影響を調査。

• 水災害による被災経験がある地域において、過去の浸水実績情報、居住者の属性や土地
利用状況、不動産取引状況などを分析し、水災害に対応したまちづくりを検討する。

7. 本発表のまとめ

地方自治体の取組

• 浸水が想定される区域に既に市街地が広がっている岡山市では、既存の農業用水路の活
用や、開発行為における雨水排水計画の協議、雨水貯留施設設置補助等の施策が行われ
ている。

• 日高村では、国、県、村が連携してハード対策の整備を行うとともに、床上浸水を防ぐために
村の条例により居室の床高を規制する等のソフト対策を併せて行うことにより、水災害リスク
を小さくするまちづくりを進めている。

不動産市場への影響

• 住宅購入者の多くの人がハザードマップを確認するなど、リスクの認知を行っている。

• 一方、浸水対策の実施状況では、被災経験者と非被災経験者に差が出たことから、対策を
促すための水災害リスクの認識向上は引き続き課題である。

• 水災害は様々なリスクのうちの一つではあるものの、不動産事業者も近年の状況から買手・
借主の水災害リスクへの意識の高まりを認識している。

• 被災後の不動産市場の動きについて、不動産取引の停滞や、取引が行われたとしても価格
や賃料が低下している事例がある。
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